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貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室）  御 中 

← 厚生労働省 認知症施策・地域介護推進課 

 

今回の内容 

 

令和８年度地域支援事業実施要綱等の改正点について 

 

計４枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111(内線 3986) 
FAX : 03-3593-7894 

 



事 務 連 絡 

令和８年８月 21 日 

各都道府県介護保険担当主管部（局） 

各市区町村介護保険担当主管部（局） 御中 

 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

 

 

令和８年度地域支援事業実施要綱等の改正点について 

 

 

 日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

 令和８年度の地域支援事業の実施にあたり、今般、下記通知の一部が改正されたところです。 

 つきましては、改正点について、別添のとおりまとめましたので、参考としていただくととも

に、特段のご配慮をお願いいたします。 

 なお、「地域支援事業交付金の交付について」（平成 20 年５月 23 日付け厚生労働省発老第

0523003号厚生労働事務次官通知）の別紙「地域支援事業交付金交付要綱」についても一部改正

を予定しておりますが、準備が整い次第発出させていただきますので、ご承知おきくださいます

ようお願いいたします。 

記 

 

１．「地域支援事業の実施について」（平成 18 年６月９日老発第 0609001 号厚生労働省老健

局長通知） 
  
２．「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」（平成 27年６月５日老発

0605第５号厚生労働省老健局長通知） 
  

 

※ 各通知の改正通知（新旧対照表）及び改正後全文は、以下の厚生労働省ホームページに 

掲載しています。 

・総合事業の関係規定等 

 
 

 

 

 

 

【照会先】 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

地域包括ケア推進係 

TEL：03-5253-1111（内線 3986） 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000834433.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000834433.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184585.html


  （別添） 

令和８年度地域支援事業実施要綱等の改正点 

 

「地域支援事業の実施について」（平成 18 年６月９日老発第 0609001 号厚生労働省老健局長通

知） 

 

１．以下の事業を創設 

介護情報利活用事業（介護保険法第 115条の 45第２項第７号に掲げる事業） 

 

 

  



２．以下の事業において事業内容の変更を反映 

（１） 生活支援体制整備事業のうち、「生活支援コーディネーターを中心とした相談支援

連携体制構築事業」について、生活支援コーディネーターによる家族介護者に係る

地域課題に対応するためのネットワークづくりの支援を拡充 

 

 

（２） 任意事業における「家族介護支援事業」について、企業による仕事と介護の両立

支援の取組を踏まえ、家族の働き方の希望等に配慮した相談体制整備に資するよう

家族介護者支援に係る相談窓口の設置や、企業等や家族介護者同士を含む地域全体

でのネットワーク構築等に係るメニューの創設など再編・充実 

 



３．その他 

（１） 通いの場に参加する高齢者の割合の目標値の更新 

（２） 誤記等の修正 

 

 

「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」（平成 27年６月５日老発 0605第

５号厚生労働省老健局長通知） 

 

１．生活支援コーディネーターを中心とした相談支援連携体制構築事業の拡充 

 生活支援体制整備事業のうち、生活支援コーディネーターを中心とした相談支援連携体制構

築事業の拡充（家族介護者への支援）に伴い必要な文言を追記。 

 

２．その他更新や語句修正等 

 １のほか、介護情報利活用事業創設に伴う地域支援事業の上限設定に関する事項や語句の修

正等を反映。 

 

 


